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はじめに

とした。

女性隊員、小学生絵画コンクール最優秀者、交通機動隊副隊長が飲酒運転根絶を呼びかけたラジオ放送

を自主制作し、沖縄県警察本部から「飲酒運転根絶県民大会」で表彰された。

ワースト3位となり、全国ワーストを脱却した。沖ト協の飲酒運転根絶の取組として、毎年ポスター

また、今後のトラック運送事業の更なる発展を期して、次の諸施策を積極的に展開した。

平　成　２９　年　度　事　業　報　告

平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日

沖縄県の観光客数はハワイを初めて上回る950万人を達成し、クルーズ船の寄港回数も昨年比33％増

の500回余と高い伸びを示すとともに、好調な経済を支える有効求人倍率も1倍超えを持続した。

しかしながら、トラック運送業界の運転者不足が顕在化し、その要因となっている「長時間労働」、

「付帯作業」等の課題の改善を図るため、全国で、国交省、厚労省、荷主、トラック運送事業者等

で構成された「取引環境・労働時間改善協議会」が開催され、具体的な改善方法が協議された。

準貨物自動車運送約款」の改正を行い、運送の対価としての「運賃」及び運送以外の役務として、

その結果を受け、改善事例ガイドラインの策定・普及・定着を図ることとした。さらに国交省は、「標

さらに、我が国の国民生活、産業活動のライフラインとして重要な役割を担うトラック運送業

界は、時代の要請に応えたトラック産業の構築、安全・環境にやさしいトラック輸送の実現、魅力

ある事業の確立・社会的地位向上のための諸施策の推進、諸課題克服と業界の公共的使命の達成、

一方、公益事業として、防災対策部会において、災害時における緊急救援物資輸送に欠かせない

①本部・支部組織の確立、②協力会員事業者の登録、③物流専門家・防災士の育成等を図ること

また、昨年の県内飲酒絡み交通人身事故の構成率について、人身事故がワースト4位、死亡事故が

5千枚を作成、「沖縄トラック情報」に罰則や代償等を継続して掲載、ドラコン優勝者、県警白バイ

第１号報告

「待機時間料」、「積込料」、「取卸料」等の適正な運賃・料金の収受ができるようになった。
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Ⅰ．輸送サービス改善による県民生活の利便性向上推進事業 （公益目的事業）

公共輸送機関として、県民生活に必要不可欠な物資の安定輸送を行うため、トラック運送事

環境に配慮した運転方法の習得による排出ガスの抑制、燃料コストの削減及び安全運転を

目的とし、省エネ運転の効果を体験することにより、日頃から省エネ運転に取り組むよう

　（１）物流セミナー事業

  （３）防災訓練への参加

　２．環境対策事業

　　活動等を積極的に推進した。

　　　　⑧  ３月１３日　  那覇港港湾ＢＣＰ協議会

　　　　⑨  ３月１５日　  沖縄県防災会議幹事会

　　　　⑩  ３月２２日　  沖縄県防災会議

　　　　　※省エネ運転講習における平均の燃費削減率が１４.８％であった。

　１．輸送サービスの改善に関する事業

業の資質向上、高品質な輸送サービスの提供と輸送コストの低減を図るとともに、緊急救援物

　　資を被災地に効率的に輸送するための体制の確立及び防災や減災に関する取り組みを行った。

11月10日から14日までの５日間、理事及び会員等15名が参加し、「ハワイの物流・観光・

　　　　①  ８月　９日　　物流セミナー（９３名）

  （２）物流事業に関する調査・研究

　　　　④　２月１７日　　省エネ運転講習（那覇地区：２０名）

　　　　②　９月  ９日　　省エネ運転講習（八重山地区：１２名）

　　　　③１１月１８日　　エコドライブコンテスト（１９名）

農業等から学ぶ 沖縄・日本のあり方」について、研修を実施した。この研修は、ハワイと

沖縄が人口・観光・農業・物流の形態が片荷輸送等類似点が多いということを学び、今後の

トラック輸送による排ガス等の地域環境対策、地球温暖化対策や輸送コストの削減を図り、

輸送力を確保するため、エコドライブの普及促進や低燃費トラック、低公害車導入等に係る

助成措置、また、アイドリングストップ運動等、内外に対し環境意識の改善に向けた啓発

　　　　⑦  ９月  ２日　  沖縄県総合防災訓練（本番：恩納村）

　　　　　１１月２１日　　沖縄の持続的な発展を支える防災対策推進会議　シンポジウム

　　　　　１０月　６日　　沖縄の持続的な発展を支える防災対策推進会議

　　　　⑤  ７月２２日・　８月３１日　  沖縄の持続的な発展を支える防災対策推進会議

　　　　④  ７月１９日・　７月２０日　  ちゅら島レスキュー２０１７　訓練

　　 　 ③  ４月１７日・　７月１４日　  ちゅら島レスキュー２０１７　訓練説明会

　　　　②  ６月  ７日　　沖縄県総合防災訓練ライフライン部会

　　　　①　４月１７日・  ８月  ８日　　　沖縄県総合防災訓練全体会議

　　　　　　２月１５日　　沖縄の持続的な発展を支える防災対策推進会議　特別講演会

　　　　⑥  ９月  １日　  沖縄県総合防災訓練（対策本部設置運営訓練・県庁）

　（１）省エネ運転講習会・エコドライブコンテスト

　　　啓発するため「省エネ運転講習会」を開催した。

　　沖縄の物流のあり方に大変有有意義な研修となった。             　※報告書作成済み

　　　　①　６月１７日　　省エネ運転講習（那覇地区：２０名）

　　　　⑪  ３月２９日　  災害物流検討部会
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　３．交通安全対策事業

　（１）安全運転に係る講習会、コンテスト等の実施

　　　　①  ６月  ５日　　安全運転講習会（宮古地区：３６名）

　　　　②  ６月  ６日　　　　　〃　　　（八重山地区：４３名）

　　　　③  ６月  ８日　　　　　〃　　　（中部地区：１１２名）

　　　　⑧  ６月２２日　　　　　〃　　　（那覇地区：１２２名）

　　　　⑨  ６月２８日　  　　　〃　　　（那覇地区：６１名）　

　　　　⑩１０月３０日　  　　　〃　　　（久米島地区：３３名）　　

　　　　⑪１２月１２日　  　　　〃　　　（伊江島地区：１６名）　　合計７９９名

　　　　⑲　２月　７日　　トレーラ安全輸送研修会（５３名）

　　　　⑱１０月１７日　　運行管理者等連絡協議会（１５１名）

　　　　④  ６月  ９日　　　　　〃　　　（宜野湾地区：５９名）

 　　　 ⑤  ６月１３日　　　　　〃　　　（南部地区：１１４名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　※沖縄県高速道路交通安全推進協議会主催

　　    ⑫　１月１日～１２月３１日  　セーフティ・ドライブ・コンテスト（２，３７０名）

　（２）環境対策に関する助成

　　　　⑥  ６月１４日　　　　　〃　　　（那覇地区：１１８名）

　　　　⑦  ６月１６日　  　　　〃　　　（北部地区：８５名）

　　会が一体となって交通安全運動等に協力するとともに、交通安全対策事業に取り組んだ。

成績優秀者４名が県代表として１０月２１日～２３日に安全運転中央研修所（茨城県

　　　  ㉒交通安全教育教材用のビデオ等、広報誌、パンフレット、横断幕等を活用した啓発活動を

 　 　　⑬  ６月２５日　　沖縄県トラックドライバーコンテスト（学科：６５名）

　　　　  　７月２３日　  沖縄県トラックドライバーコンテスト（実科：３０名）

  　　　⑭  ９月２７日　　トラック交差点事故防止マニュアル活用セミナー（４０名）　

　　　   　 ひたちなか市）で開催された全国大会に出場した。

　　　　⑮　４月２６日　　特殊車両通行許可制度講習会（１６名）

　　　　㉑　８月２６日　　交通安全テント村（一般参加者多数）

　　　　ＣＯ２の削減により地球温暖化防止に寄与する次の事業に助成を行った。

　　　　①環境対策に有効とされるＥＭＳ装置を導入した２件分について、費用の一部を助成した。

　　　　⑯１０月１８日　　特殊車両通行許可制度講習会（１５名）

　　　　⑰１２月　６日　　特殊車両通行許可制度講習会（１８名）

　　　　⑳　３月２６日　　特殊車両通行許可制度講習会（５名）

事業用トラック事故による死傷者数を減少させることを目的として事業者、労働者及び当協

　　　　　行った。
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　　　　①巡回区分・件数 ②評価

 

貨物輸送の安全を確保するため、会員・非会員事業所への指導、啓発、広報活動等につい

て、当協会が平成２年に沖縄総合事務局長から「地方貨物自動車運送適正化事業実施機関」

    として指定を受け実施している。

　（１）適正化事業指導員による巡回指導、街頭パトロールによる指導

　４．労働対策事業

  （２）労働災害防止を図るための助成

        ①定期健康診断受診料を助成した。（１，８８４名）

        ③睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）スクーリング検査費を助成した。（３７名）

　５．適正化対策事業

        ②突然死等予防検査受診料を助成した。（２名）

　　　　②運行管理者講習受講料を助成した。（２１１名）

　 　　 ③運輸安全マネジメント講習受講料を助成した。（３１名）

 　　　 ④運転記録証明書交付手数料を助成した。（１，１７７名）

        ⑤ドライバー等安全教育訓練研修費及び交通費を助成した。（２２名）

        ⑥アルコールチェッカー導入費を助成した。（３６件）

　　　　⑦ドライブレコーダ装置導入費を助成した。（１４９件）

　　　　⑧安全装置（後方視野確認支援装置）導入費を助成した。（１４件）

　　　た。

　　を推進した。

通常巡回 ９

Ｂ ２１

　　　事業者の安全教育の強化及び訓練の促進並びに安全機器の導入促進のために、次の助成を行っ

労働関係法令の遵守及び過労運転の防止並びにドライバーの健康管理に関する指導を強化

し交通労働災害の防止並びに荷役作業等の労働災害の防止を図ることを目的とし、次の事業

　　　　　※６月に「助成事業及び法改正説明会」を６支部で開催（１５３名）

　　　　①運転者適性診断受診料を助成した。（１，８４３名）

　　　   （一般診断：９３２名、初任診断：８４５名、適齢診断：６６名）

６．１％

計 ５５８ １００．０％

新規巡回

事業所数

１３６

１９

事業所数

１

１９６

２０６

　　　　⑨初任運転者等研修費を助成した。（２８３名）

３４

適正化事業の中立性・透明性を一層確保するとともに、実施機関の効率的な推進、 内容の

  （１）３月７日　労働セミナーの実施（６２名）

充実を図った。適正化指導員８名により計画的な巡回指導と街頭パトロール等を実施

し、行政に対する協力や一般県民等からの苦情処理に対しても適切な解決に務めた。

７２．９％

８．８％

計 ５５８ その他 ４０７

Ｄ ３８

Ｃ

共同巡回

集合指導

構成比

１．６％

３．８％

　（２）交通事故防止に関する助成

Ａ

Ｅ

特別巡回

６．８％

４９
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　　　　③指導項目別調査結果

１０８

１

12．車両台帳が整備され、適正に記入等されているか １５４ ９

４

29．整備管理者に所定の研修を受けさせているか １２９ ２１

26．特定の乗務員に対して適性診断を受けさせているか

24．乗務員に対する輸送の安全確保に必要な指導監督を行
　　っているか

25．特定の乗務員に対して特別な指導を行っているか ８０

１０８ ４６

２

11．運転者台帳が適正に記入等され、保存されているか １５２

16．運行管理者に所定の研修を受けさせているか １４１

３５

０

１５４

３ ２

１５５

１３２ ６４

14．運行管理規程が定められているか １５２

２２

23．運行指示書の作成、指示、携行、保存は適正か

21．乗務等の記録(運転日報）の作成・保存は適正か

10．自動車事故報告書を提出しているか １０ ０

２４

27．整備管理規程が定められており、これに基づき整備管
　　理業務がなされているか

１４７ １２

８０

30．日常点検基準を作成し、これに基づき点検を適正に行
　　っているか

１９６ ７９

１５４

指導事項

４．乗務員の休憩・睡眠施設の位置、収容能力は適正か １５８

３１５ １６

22．運行記録計による記録及びその保存・活用は適正か

１３４

２２

15．運行管理者が選任され、届出されているか １４６ ５

５．乗務員の休憩・睡眠施設の保守、管理は適正か

１６

17．事業計画に従い、必要な員数の運転者を確保している
　　か

５５４ ３

18．過労防止に配慮した勤務時間、乗務時間を定め、これ
　　を基に乗務割りが作成され、休憩時間、睡眠のための
　　時間が適正に管理されているか

19．過積載による運行を行っていないか

20．点呼の実施及びその記録・保存は適正か

13．事業報告書及び事業実績報告書を提出しているか（本
　　社巡回に限る）

１２１５８

８８

１５２ ８２

３．自動車車庫の位置及び収容能力に変更はないか

２．営業所に配置する事業用自動車の種別及び数に変更は
　　ないか

５５７ ４

１５８ １５

１．主たる事務所及び営業所の名称、位置に変更はないか ４３３ １０

指導件数 （否）件数

28．整備管理者が選任され、届出されているか １４７

９．事故記録が適正に記録され、保存されているか １２２ １０

１５５

１

６．届出事項に変更はないか（役員・社員、特定貨物に係
　　る荷主の名称変更等）

５４７

８．名義貸し、事業の貸渡等はないか

７．自家用貨物自動車の違法な営業類似行為（白トラの利
　　用等）はないか

２７８
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　　　　④苦情処理

　　　報活動の推進　、社会保険への加入指導、過積載の防止活動を行った。

適正化指導員に対し、指導実務に即したより実践的な調査技術や専門的知識の習得指導能

　　　力の向上に資するため全国、ブロック、地方研修に積極的に参加させた。

　　 　 ①  ９月２３日    トラックの日イベント：トラックの森づくり事業（８０名）

　（２）広報誌「沖縄トラック情報」を毎月発行し、会員及び関係行政機関・団体に配布した。

 　　 ホームページを運営し、沖ト協の事業活動の紹介等、常に鮮度の高い情報発信に努めた。

法及び評価基準の全国統一化の推進、速報制度の円滑な推進、不正改造防止、法令遵守の広

沖縄総合事務局運輸部と連絡会議を定期的（月1回）に開催し、国と連携した巡回指導方

　（３）適正化事業連絡協議会の開催

無許可

１

環境・不正

３

運賃

　（４）研修会・講習会等

９８ ２２

31．定期点検基準を作成し、これに基づき、適正に点検・
　　整備を行い、点検整備記録簿等が保存されているか

１４９ ２７

宅配

１

１４４

33．３６協定が締結され、届出されているか

32．就業規則が制定され、届出されているか

　　　業所をより選びやすくするために、新聞等の媒体を活用して県下の認定事業所を公表しながら、

　　　ＰＲ活動を展開した。

平成２９年度の安全性優良事業所として、新規１１事業所、初回更新５事業所、２回更新

４事業所、３回更新５事業所の計２５事業所が認定を受けた。これで、既存の６８事業所を

　　　含めると沖縄県内で認定された事業所９３事業所となった。また、荷主・一般消費者が安全な事

　（２）安全性評価事業（Ｇマーク制度）の積極的な推進及び普及促進策の実施

合計

１９

その他

３

34．労働時間、休日労働について違法性はないか（運転時
　　間を除く）

１５５ １６

　６．広報事業

　　　イべント等を通じ広報活動を行った。

　　 　 ②１０月１１日    トラックの日イベント：チャリティゴルフ（５９名）

　　 　 ③１０月１４日    トラックの日イベント：ラジオ公開放送等（約５００名）

１

１９５ ９７

１４９

２５

危険運転等

１０

５６

１４９ ２４

35．所要の健康診断を実施し、その記録・保存が適正にさ
　　れているか

36．労災保険・雇用保険に加入しているか

37．健康保険・厚生年金保険に加入しているか

全事業者に対し、当協会や行政の活動指針を周知するとともに、一般消費者、荷主企業、

関係団体等にトラック運送事業や当協会の役割を広く理解してもらうため、ホームページや

（１）「トラックの日」の関連イベントとして、新聞、ラジオ等で広く県民にトラック運送業界

の取り組みなどを紹介し、トラック輸送の正しい理解を得るため、また、業界のイメージア

　　　ップを図るため、各種メディアを活用した広報活動を行った。
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　７．出捐事業による実施事業

の出捐を受け、輸送力の確保、輸送サービスの改善、安全運行の確保等の中央事業を展開中。

　　　　②　６月２８日　　引越管理者講習（９名）

　（２）輸送に関する苦情・相談対応

　　　　①（宅配貨物）指定時間内未達

　　　　②（引越貨物）キャンセル料金の取り扱い

　　　　③（引越貨物）保管料金の取り扱い

（公社）全日本トラック協会は、事業の効率的かつ統一的な実施を図るため、各都道府県から

　　 　　　【沖縄の出捐金24,459,316円（24.6％）】

　８．消費者対策事業

　（１）引越管理者講習会

　　　　①　６月２８日　　引越基本講習（１２名）
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Ⅱ．研修室等の賃貸及び記録簿等の販売事業 （収益事業）

　２．記録簿用紙等の販売

　　・非会員）に販売した。

　　　　①日常点検及び運転日報　　　５，８３７冊

　　　　②点呼記録簿　　　　　　　　　　５０８冊

　　　　③運転者台帳　　　　　　　　　　２８１枚

　　　　④運行管理者選任届　　　　　　　１２９枚

　　　　⑤整備管理者選任届　　　　　　　１３８枚

当法人の研修室は、会員事業者が行う社員教育や一般企業等が行うセミナー等の活動に対し

て、研修室等の貸与を行った。貸与にあたっては「九州沖縄トラック研修会館等管理規定」

輸送の安全を確保するため、トラック運送事業者は運転日報、点呼記録簿、運転者台帳等の

　１．研修室等の賃貸

　　により実施した。

　　　　①５階研修室（大）　　　　８７回

　　　　⑥輸送実績表　　　　　　　　　　　１２冊

　　　　⑦事業報告書　　　　　　　　　　　７７部

　　　　⑧実績報告書　　　　　　　　　　１０１枚

　　　　⑨チャート紙　　　　　　　　２，１１０個

　３．事務受託事業

　　　事業協同組合」から事務を受託した。

　　　　②５階研修室（中）　　　　４６回

　　　　③５階研修室（小）　　　　  １回

　　　　④４階第２研修室　　　　１５１回

　　　　⑤４階第３研修室　　　　　９５回

　　　　⑥４階ＩＴ研修室　　　　　　３回

　　　　⑦４階資料室　　　　　　　　６回

記録・保存が義務付けされている。これら各種記録簿用紙を次のとおり、事業者（会員

サトウキビの操業時期（１２月～３月）にサトウキビに係る受付業務等を中部支部及び南部

支部に併設される「沖縄県中部トラック事業協同組合」及び「沖縄北部地区トラック
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Ⅲ．会員の支援及び会員の福利厚生に資する事業 （相互扶助事業）

当協会の会員が低公害車両への代替や物流施設の整備のための融資を受ける際に生じる利

　　　　①　６月２４日　　平成２９年度支部交流会（宮古島市）

　（５）宮古支部

　　　　①　６月２４日　　平成２９年度支部交流会（宮古島市）

　（６）八重山支部

　　　　①　６月２４日　　平成２９年度支部交流会（宮古島市）

　　　　①　６月２４日　　平成２９年度支部交流会（宮古島市）

　　　　③　８月１３日　　親善ボウリング大会

　（２）中部支部

　　　　①　６月２４日　　平成２９年度支部交流会（宮古島市）

　（３）南部支部

　　　　①　６月２４日　　平成２９年度支部交流会（宮古島市）

　（４）北部支部

　　　　⑤　１月２６日　　防犯講習会

　　　　④１１月１７日　　那覇支部会員交流会

　　　　②１２月１７日　　親善ボウリング大会

　　開催し、親睦事業を行った。

　（１）那覇支部

　　　　⑥　１月２６日　　全日本トラック協会青年部九州ブロック大会

　　　　⑧　２月２２日　　全日本トラック協会青年部全国大会

　　　　⑦　２月２１日　　全日本トラック協会青年部全国代表者会議・研修会

会員相互の連絡協調を図るため、会員事業者を主体として、ボウリング大会、忘年会等を

　　　　⑤１１月１５日　　九州地区運輸青年部連絡協議会役員会

　　　　④１１月　８日　　全日本トラック協会青年部全国代表者会議・研修会

　　　　②　７月１３日　　視察研修

　　　　③　９月２７日　　九州地区運輸青年部連絡協議会役員会

　３．親睦事業

　　成するため、各種研修会、講習会を開催するとともに、必要な費用を助成した。

　　　　①　６月１７日　　全日本トラック協会青年部全国代表者会議・研修会

　　　　②　７月２４日　　九州地区運輸青年部連絡協議会役員会

　　子の一部を補給する「トラック利子補給助成事業」で１６３件の利子補給事業を行った。

将来のトラック業界を担う優秀な人材、優秀な管理者、事業後継者並びに青年経営者を育

　１．利子補給事業

　２．青年部活動の支援事業
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　（２）信用保証協会保証料助成事業については、利用事業者がいなかった。

　　　　①経営分析報告書（全ト協）

　　　　②簡易的に原価計算を行える表計算ソフト「原価計算シート」（全ト協）

　　　　③日本のトラック輸送産業の現状と課題（全ト協）

　　　　①　５月３１日　　沖縄県トラック協会長表彰

　　　　②　６月１５日　　沖縄総合事務局陸運事務所長表彰

　　　　③　８月２５日　　交通安全功労者等に対する連名表彰

　５．経営改善事業

    した。

　（１）会員事業者に対し、経営分析等に関する次の資料等の提供を行った。

会員事業者の経営改善の推進を図るため、経営分析等に関する資料等の提供及びセーフ

ティネット保障等の保証を受ける際に支払う保証料の信用保証協会保証料助成事業を実施

　　　　④　３月１９日　　沖縄総合事務局長表彰

　４．表彰事業

　　の役員を対象とし、理事会で選定の上、表彰を実施した。

トラック運送事業の社会的地位向上に貢献した会員事業者の役員、運転者、従業員、当協会
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